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要 旨
本稿は、国際人口移動を受入れている国のアクターの国際関係認識が、国家の構成員の特性についての
理解に与える影響を考察する。まず、本稿が念頭においている今日の日本とアジアの国際関係の特徴を確
認したのち、国際人口移動が国家の特性にどのような影響を与えるかを検討する。次に、国際関係の認識
のしかた（原子論と相関論）のちがいによって、国家の構成員についての理解に変化が生じうるかどうか
を検討する。さらに、相関論的な国際関係認識と整合性のある国際人口移動の理論が存在するかどうかを
検討する。国際関係のアクターは、国際関係を原子論的または相関論的な観点のいずれかから認識するこ
とが可能である。このうち後者の観点からは、国家の構成員として国民と一時的な移住者の双方を考える
ことが可能であるというのが、本稿の主張である。
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は じ め に
本稿は、国際人口移動の受入国のアクターが
その国際関係認識を見直した場合、そうした見
直しが、受入国アクターの移住者に対する行動
にどのような意味を持ちうるかを考察する。こ
のような考察は様々な国について行うことが可
能であり、現代の日本も当然含まれる。１９７０年
代後半に日本が国際人口移動の受入国になって
から３０年あまりが経過し、移民政策の必要性に
ついての認識が日本に定着しつつある。このよ
うな状況の下で、ある国がどのようにして「非
移民受入国」から「移民受入国」へと変わるか
について分析枠組み（理念型）を作ることは、
国際人口移動を受け入れた日本の対応を実証的
に論ずることに資するはずである。なおここで
いう国際人口移動の受入に伴う日本の対応に
は、例えば、国家による安全提供の対象に移住
者を含めるか否かが該当する。１）
本稿は主に理論的な考察を行うが、国際人口
移動の受入国として現代の日本を念頭において
いる。そこで第１章ではまず、日本と東アジア
の国際関係の特徴を確認する。次に、受入国の
国家としての特性に対し、国際人口移動がどの
ような意義を持つかを検討する。第２章では、
国際人口移動の諸理論を概観し、第１章の後半
での議論と整合性のある形で国際人口移動を説
明することが可能かどうかを検討する。
１．国際関係ならびに国家にとっての国際人口
移動の意義
現代の日本と東アジアの国際関係の特徴を論
じるのに先立ち、本稿が国際関係をどう説明し
ようとするかを、まず次に示す。
既述の通り本稿は、国際人口移動がもたらす
影響への受入国（国際人口移動の到達点にある
国）の対応を考察する。受入国の対応は、一義
的にはその国の領域内で行われる。対応が行わ
れる場所のみに着目する場合、国際人口移動へ
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の対応を国内政治の問題と性格付けることも考
えられる。しかし、受入国の行動の相手が誰な
のかに着目すると、この対応は外国人である移
住者（場合によっては移住者の出身国・地域の
政府も）とのやりとりである。自国の領域内で
あっても外国人が相手であることから、本稿
は、国際人口移動への対応を、受入国にとって
の国際関係の一側面としてとらえる。
さて国際政治学者のラギ （ー１９９８）によれば、
アクターにとっての利益をどう性格づけるかに
よって、国際関係の理論を二つに分類すること
が可能である。このうちの一つは、国際関係の
アクターにとっての利益が、そのアクターが行
動を起こす前に所与として与えられていると考
える。このようなアクターの行動として予想さ
れるのは、所与の利益をいかに極大化するかで
ある。所与の利益の極大化に着目する点をとら
えてラギーは、こうした理論を「新功利主義」
と呼ぶ。具体的には、主に（従来の）ネオリア
リズムとネオリベラリズムが「新功利主義」に
該当する。
これとは対照的に、国際関係のアクターに
とって何が利益なのかは、そのアクターのアイ
デンティティに影響されると考えることが可能
である。つまりアクターは、利益の極大化を図
る以前に、自分にとっての利益は何か、何を自
分にとっての利益とすべきかをも考察する、と
いう考え方である。ラギーはこちらの理論を、
構成主義と呼ぶ。
本稿は構成主義の観点に立ち、国際関係のア
クターには、国際関係の構造２）における変化を
受けて、集団アイデンティティを変化させられ
る可能性があると考える。アクターのアイデン
ティティが変化するとき、そのアクターにとっ
ての利益は変化し、さらに具体的な行動のしか
たも変化することが期待される（Ruggie１９９８，
Wendt１９９９，Hay２００２，山田・大矢根２００６）。
日本の国際関係も、構成主義の観点から考察
することが可能である。英国の国際政治学者で
あり日本研究者でもあるフック他（２００５）は、
次のように述べる。
日本の国際関係は、国際的な構造と国内のエージェ
ントの間の弁証法的あるいは双方向の関係から生じ
る結果として理解されるべきである。この双方向的
関係において国内エージェントは、国際的な構造の
下で何が自分にとっての利益かを考察したうえで行
動する（pp．４４‐５）。３）
 日本とアジアの国際関係
この節では、現代の日本と東アジア諸国の国
際関係にはどのような特徴があるかを探る。
近世以降の日本は、華夷秩序、帝国主義秩序、
冷戦秩序の３つの世界秩序を経験してきた。で
は冷戦後の日本と東アジアの国際関係は、どの
ように特徴づけることができるだろうか？以下
では、フック他（２００５）の考察に基づき、この
特徴づけを試みる。
まず、冷戦後の世界の国際関係の特徴を確認
する。冷戦期以降の国際関係の特徴の一つは、
地域化とグローバル化が連動する中で、新たな
世界秩序が形成されつつあることである（Hook
et al.２００５：３５）。ここで地域化とは、「地理的
に一定程度近接しており、かつ経済、政治なら
びに安全保障の各次元における相互依存関係が
存在する社会的な相互作用が成立する単位の形
成に至る、動的な過程」と定義できる（Hook et
al.２００５：３５‐６）。一方グローバル化とは、次
のように定義することが可能である。
人間のあらゆる種類の活動の拡張を妨げる境界の効
果を弱める働きをするいくつもの動的な過程のまと
まりを指す。このような過程は地球全体にわたる規
模で、人間の意思疎通、相互作用ならびに事業活動
の方法に変化を迫る。このような過程の存在は、あ
る国家が他の国家から隔絶して存在することがもは
やできなくなったことと、人間関係が空間と時間を
超えて連結される状況が到来したことを告げる
（Hook et al.２００５：３７）。
また英国の国際政治学者ショルテ（２００５）は、
近代以降国境が持ってきた意義が相対化される
こと（the rise of transterritoriality）がグローバル
化であると述べる。
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グローバル化の影響として、「空間と時間を
超えた連結」に言及されることがしばしばあ
る。しかし本稿では、それぞれの国家がお互い
に他の国家から「隔絶して存在することがもは
やできなくなったこと」に、特に着目する。ま
た、グローバル化の動き自体にもまして、国際
関係のアクターのグローバル化についての理解
と観念が世界政治に影響することも、本稿にと
り重要である（Hay２００２：２０４；Scholte２００５）。
では地域化とグローバル化は、国際関係にど
のような影響を与えるだろうか。地域化の過程
は、冷戦後の世界政治経済の中に、三つの中核
的な地域内部のつながりを強化ないし形成する
ことに強力に貢献した（Hook et al.２００５：３５‐
６）。一方グローバル化は、国際システムの中
で行動する国家の能力に影響するのみならず、
国家構成の前提となっている諸観念を問い直
す。我々がグローバル化のもたらす影響に注目
する必要があるのはこのためである（Hook et al.
２００５：３７）。
冷戦後の世界において、地域化とグローバル
化が世界秩序の形成に関与していることが確認
された。では、日本が位置する東アジアの地域
化はどのように進行しているのだろうか？東ア
ジアにおける地域化としてまず想起されるの
は、１９６０年代以来加盟国の国家主導で行われて
いる ASEANである。東アジアの地域化は、欧
州や北米と比較した場合、制度化の進行度が低
い「非公式」の地域化と言われる（Hook et al.
２００５：３６）。
とはいえ日本は、冷戦期ならびに冷戦後を通
じて、東アジアの政治的な単位としての再結合
と、日本－東アジア間ならびに東アジア地域内
部の経済面の集中と統合を促進してきた（Hook
et al.２００５：２３０）。その手段は、過去４０年以上
にわたり東アジア諸国に対して日本政府が提供
してきた ODAと、民間企業による対外直接投
資ならびに貿易である。日本はその経済的影響
力の相当の部分を東アジアに向けている。２００３
年の数値ではあるが、日本の ODAの半分以上
と FDIの１７％が東アジア向けであり、また全
貿易額の４４％が東アジア諸国との間で行われて
いる（Hook et al.２００５：１７）。
日本は東アジアに対する最大の ODA供与国
である（Hook et al.２００５：１７）。フック他（２００５）
によれば、経済産業省は ODAを「地域内の分
業体制の確立に向け、東アジア各国の経済の日
本経済への垂直統合を促進するための手段」と
考えているという（p．２３１）。政府が ODAを提
供したことにより、日本の多国籍企業は、技術
面ならびに生産面の結合を東アジアの各国間な
らびに日本と東アジアの間に確立することがで
きた（Hook et al.２００５：２３１）。
日本企業による対外直接投資も、東アジア諸
国の経済の統合に向けて、ODAと同様の役割
を果たした。なお戦後の日本企業による東アジ
アへの対外直接投資には４回の急増期があっ
た。すなわち、１９６０年代後半から１９７０年代初
め、１９７０年代後半から１９８０年代初め、１９８０
年代後半、そして１９９０年代初めである（Hook
et al.２００５：２３１‐２）。
また１９９０年代以降、日本は東アジア諸国の主
要貿易相手国となり、工業製品を大量に輸入し
た（Hook et al.２００５：２３３）。製造業の生産シス
テムと貿易とからなる複雑な網の目のような
ネットワークの形成を通じて、日本は東アジア
に対し経済的な優位に立っている（Hook et al.
２００５：１７）。さらに２１世紀に入ってから、日本
政府は経済連携協定（EPA）の締結に向けた交
渉を複数行っているが、その目的は日本と
ASEAN諸国の間の産業の統合関係を強化する
ことにある（Hook et al.２００５：２４５）。
日本の ODA、対外直接投資ならびに貿易が
日本と東アジアの経済的統合に貢献すること
が、ここまでで確認された。このうち対外直接
投資と貿易は、次に示すような増加傾向を経て
きた（図１‐A～図２‐B）。
こうした経済的影響力の行使は偶然の結果で
はなく、政策担当者の意図的な判断の結果であ
る。フック他（２００５）は、戦後の日本が自国を
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（Hook et al２００５：５３０‐４５に基づき筆者作成）
図１‐Ａ 日本の貿易額の推移（１９５０年～２００３年、百万米ドル）
（Hook et al２００５：５３０‐４５に基づき筆者作成）
図１‐Ｂ 日本の対東アジア貿易額（１９５０～２００３年、百万米ドル）
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図２‐Ａ 日本の対外直接投資（１９６５～２００３年、百万米ドル）
（Hook et al２００５：５３０‐４５に基づき筆者作成）
図２‐Ｂ 日本の対東アジア直接投資（１９６５～２００３年、百万米ドル）
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東アジアと再結合させたうえ、東アジア地域を
日本のイメージに概ね沿った形に再編成するこ
とに成功し、その結果として潜在的な東アジア
協力圏を形成したと主張する（Hook et al.
２００５：２４８）。つまり、日本（の対外政策に関与
する政策エージェント）は、東アジアとの相互
依存関係を意識的に構築してきたのである。
 国家にとっての国際人口移動の意義
この節では、国際人口移動が国家の特性に
どう影響するか、国際人口移動が受入国の国
際関係認識にどう影響するか、その結果とし
て、受入国のアクターの行動にどのような変化
が可能か、の３点を考察する。
本稿が国際人口移動に注目するのは、この移
動が受入国の特性を変化させるからである。国
際人口移動が日本に与える影響について検討し
た百瀬と小倉（１９９２a）は、移民労働者（国際
人口移動）４）が「『国民国家』の変容を促してい
る存在」であると述べている（p. i）。また国際
社会学者の小井土（２００２）は、国際人口移動の
拡大が「国境を越えて展開してきた様々な過程
の中で、もっとも激しく国民国家の枠組みをゆ
るがせ、直接に社会構造の転換を迫る」と述べ
る（p．３１）。
法律的な定義によると、国家は主権、領土な
らびに国民の三つの要素から構成されると考え
られている。国家を論じる際にこの定義が有効
性を失っていないことは否定しない。しかし国
際人口移動が社会と国家に与える影響を考察し
ようとする際に、「領土」と「国民」の用語を
使用することは、国際関係が国際人口移動にも
たらす影響、ならびに国際人口移動が国際関係
にもたらす影響を動態的にとらえようとする際
に妨げとなることがある。それゆえ本稿は、上
記の定義中の構成要素のうち、領土を「領域」
に、国民を「構成員」に読み替える。つまり、
本稿では「国家＝主権＋領域＋構成員」と考え
る。
では国際人口移動は、具体的にどのようなこ
とについての従前からの認識を問い直すのであ
ろうか？現代日本への国際人口移動に関して
は、すでに次のような指摘がなされている。
まず経済活動が行われる領域についての理解
である。国際社会学者の小倉（２００２）は、国際
人口移動とは「労働市場が国内で閉鎖的な市場
としてあるのでなく、国際化していること」を
示すと述べる。従って「国民経済の枠組みで一
国的に発展を考えること」には限界のあること
が明らかであるとも述べる。このように小倉が
述べる背景には、奴隷貿易以来、国境を越えた
人の移動は、関連する地域の経済的な発展もし
くは停滞と不可分に結びついてきたとの認識が
ある。このような人の移動は、送り出す側にとっ
ては経済発展の過程で発生する矛盾を外部に転
化することを意味する一方、受け入れる側に
とっては新たな労働力を確保することであった
（p．１３）。小井土（２００２）も、国際労働移動に
は「生産活動と労働の２つの越境的な移動の拡
大」が関わっていると述べている（p．３１）。
次に近代国家の構成員に関しては、「近代国
家の構成員＝国民＝民族」という前提が文言ど
おりに満たされる国家は、もとより少ない。５）
しかし国際人口移動の存在ないし増加は、上述
の「『国民国家』の虚構性を露呈させ、『一民族
一国家』の神話の危機を．．．深化させ」る（小
倉１９９６：８１）。百瀬（１９９２）も、移民労働者に
関わる諸問題は「国家の多民族化がむしろ国際
関係の常識となる契機」を発生させると言う
（p．２１９）。
では、どのような国際関係認識の見直しが可
能であろうか？そしてそのような見直しの結
果、受入国のアクターの行動には、どのような
影響の及ぶことが考えられるだろうか？これら
の問いを考察する際の鍵になるのが、原子論的
な国際関係認識の評価である。国際関係とは主
権国家どうしの関係であり、それぞれの国家が
国際関係における最小単位であるとの通念が存
在してきた。このような国際関係認識を、本稿
では原子論的な認識と呼ぶ。ところが、このよ
滝 知 則
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うな通念が実は現実に当てはまらず、この通念
に基づいて国際関係に適応することが不適切で
あることが、現代になって明らかになってきて
いる（百瀬１９９２：２１７）。国際人口移動への受入
国の対応について考察することは、まさにこの
ような事例の一つと言えよう。
国際関係のアクターがグローバル化の過程を
どう理解し、どう行動するかが、世界政治に影
響することを、前節ですでに述べた（Hay２００２；
Scholte２００５）。現代日本の場合、移民労働者の
受入についての関心は１９８０年代後半からようや
く高まった。百瀬（１９９２）は、移民労働者の受
入は、受け入れる側である日本自体の「国際関
係認識の見直し」を迫る、と述べている
（p．２１４）。次に示すように、国際関係を原子論
的な観点から理解するか、それとも相関論的な
観点から理解するかによって、国際人口移動の
受入国のアクターの行動に違いが生じる可能性
が考えられる。
まず原子論的な国際関係認識からは、国家の
構成員は次のように性格づけられるであろう。
ａ．原子論的な国際関係認識は、硬い殻に覆
われた「ビリヤードボール」としての国家
で象徴的にイメージされる。
ｂ．このイメージに基づけば、国境とはすべ
ての国際的な流れから国家を遮断すると考
えられる。一方、自国の影響力が国境を越
えて他国に及ぶ状況を考えることも難しく
なる。
ｃ．従って、国際的な流れの一つである国際
人口移動は、国際関係にとって「非通常」
な流れと理解される。換言すれば、国境は
国際的な流れから国家を遮断する（はずで
ある）ゆえ、国家の構成員は法的に確認さ
れた国民のみと考えられる。
近代国家形成の過程を参考にするならば、こ
の過程における領域ならびに構成員と国境との
関係は、前者があるために後者が決まる局面も
あれば、後者があるので前者が決まる局面もあ
る。しかし両者の相互依存的な関係が存在した
ことが忘れられてしまうこと（「国民国家の虚
構」）は、決して珍しくない（百瀬１９９３）。国家
の構成員を上記 cのように性格づけた場合、国
際人口移動の受入国のアクターにとって、移住
者を国民と異なる形で差別的に取り扱うことを
正当化しやすくなる可能性が、考えられる（cf．
ホール１９９８）。
一方、上述したような法律上の国家と国境の
定義を前提にした国際関係認識とは対照的に、
国際政治経済学の観点を取り入れた、動態的で
「現実的な」国際関係認識も可能である。
ａ．国際関係を、アクター間の相互関係に着
目する相関的（relational）な観点から理解
しようとする（Ruggie１９９８）。
ｂ．国境は厳然として存在し、国家が意図す
るように機能することが多い。しかし、経
済活動などに見られるように、内側ならび
に外側から、国境を浸透する流れもある
（Cox１９９６，Scholte１９９７）。
ｃ．上記２つの前提を踏まえると、国際人口
移動は、世界政治にとって（他の国際的な
流れに比べて頻度は低くとも）非通常の流
れではないと考えることが可能である。な
お、こう考えることがどのような観点から
可能であるかについては、第２章でも述べ
る。
このような国際関係認識（＝国家観・国境
観）に立てば、国家の構成員とは、法的に確認
された国民が圧倒的多数を占めるとはいえ、国
民以外の一時的な移住者も含まれることがある
と考えることが、可能になる。
これら二つの国際関係認識を比較するなら
ば、原子論的な認識は、国際関係を静態的にと
らえているため、例えば冷戦期には説得力が高
かったように思われる。一方相関論的な認識は
国際関係を動態的にとらえており、地域化とグ
ローバル化が連動している今日の国際関係を説
明する際に説得力があると考えられる。
本章の第１節は、現代の日本と東アジア諸国
との国際関係の特徴を探った。その結果、地域
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化とグローバル化が連動する中で、日本と東ア
ジアの経済面における集中と統合が進行してき
たこと、つまり日本と東アジアが潜在的な地域
化の一単位となりつつあることが示された。ま
たこうした東アジアの地域統合に、日本が積極
的に関与してきたことも示された。また第２節
は、次の３点を明らかにした。国際人口移動
は国家の特性のうち、経済活動が行われる領域
と国家の構成員の２つの構成要素を変化させ
る。受入国は原子論的な国際関係認識を持ち
続けることもできるが、相関論的な国際関係認
識を持つことも可能である。原子論的国際関
係認識からは、国家の構成員とは国民であると
考えることができる。一方で相関論的国際関係
認識からは、国家の構成員は国民ならびに一時
的な移住者からなると考えることが可能であ
る。
２．国際人口移動の理論
国際人口移動が、領域国民国家を構成する前
提、とりわけ領域と構成員に関する前提を問い
直すがゆえにグローバル化の流れの一つと言え
るのは、上述した通りである。この章では、国
際人口移動が、受入国の国際関係における行動
の反映としての側面を持つことを示す。ただし
「行動」と受入の間には時差がある（後述）。
そこでこの章ではまず、国際人口移動を説明す
る５つの理論を概観し、説明のしかたによって
国際人口移動を異なった種類の流れとして理解
できることを示す。次にこれらの理論の一つで
ある世界システム論のアプローチに着目し、こ
のアプローチから、国際人口移動の送出国と受
入国の関係をどのように説明できるかを検討す
る。そこで示される通り、世界システム論から
の説明においては、資本主義経済の浸透に伴う
世界経済の中の周辺（農村部）の変容が、国際
人口移動の一つの鍵になる。
 国際人口移動を説明する５つの理論
人口学者の河野（２００６）によれば、国際人口
移動の説明にあたっては、複数の要因が関与し
ていることに注目すべきだという。一般には、
送出国側に存在するプッシュ要因、受入国側に
存在するプル要因、ならびに両者を媒介する
ネットワークの働きからなる経済的要因が、国
際人口移動の説明に用いられる。しかし、この
経済的要因にとどまらず、社会的要因と政治的
要因なども関係する。
国際人口移動を説明する理論として代表的な
ものには、５つのアプローチがある。すなわち、
新古典派経済理論（Neoclassical economics）、
新家族経済学派理論（New economics of migra-
tion）、労働市場二重構造論（Dual labor market
theory）、世界システム論（World system the-
ory）、ならびにネットワーク理論（Network
theory）である。以下では、河野の整理に従っ
てこれらの理論の基本的な考え方を簡略に示
す。なおこれらの５つの理論はそれぞれ有効で
あるが、どの理論をどの程度適用できるかは、
分析しようとする事例に基づいて判断すべきで
ある。
まず新古典派経済理論と新家族経済学派理論
は、いずれも基本的にミクロレベルの経済合理
主義に基づいた意思決定論である。すなわち、
移住者は予想される人口移動の便益と費用を合
理的に計算し、移動によって生活の向上が見込
まれるので移住すると、これらの理論の論者は
主張する。前者の理論は移住者が個人で意思決
定を行うと前提するのに対し、後者の理論は、
移住者が家族との関係で利益を最大にするため
移住を決定すると考える。
上記の２理論は国際人口移動を先進工業国の
プル要因と途上国のプッシュ要因との関連で起
きると考える。これに対し労働市場二重構造論
は、労働市場に二重構造が存在する先進国のプ
ル要因の働きが、国際人口移動を引き起こすと
考える。つまり、受入国の労働者は労働市場の
二重構造の上位に属する職業に従事するが、下
位の構造に属する職業（いわゆる３Kの仕事）
は忌避する。このように忌避される産業の需要
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に応じて、外国人労働者が合法的・非合法的に
移住してくる、というものである。
次に世界システム論は、国際人口移動がグ
ローバル市場経済の拡張に伴う政治・経済的構
造変化によって生じると考える。世界システム
論の観点から唱えられる仮説には、次の３点が
含まれる。
ａ．途上国から先進国への人口移動は、途上
国における資本主義的市場形成の必然的な
結果である。
ｂ．経済のグローバリゼーションの周辺地域
への浸透に伴い、資本や商品は周辺（後述）
に流れ込む。それとは逆方向の外に向かっ
て、人口が移動する。
ｃ．国際人口移動は特に昔の植民地と旧宗主
国の間に起きる。それは両者の間に文化、
言語、あるいは行政面に関する社会的共通
基盤が歴史的にでき上がっており、旧植民
地諸国はほかの出移民国と比較して特殊
で、有利な立場にあるからである。
さらにネットワーク理論である。この理論が
とりあげるネットワークとは、国際移動の経験
者ないしは現在外国に滞在している移住者と、
送出国の人たちの間に形成される情報ネット
ワークのことである。送出国で国際移動を計画
している人々は、この情報ネットワークを通じ
て、国際移動を有利にするための情報を入手す
る。ネットワークを通じた情報の流通が実際の
国際人口移動を発生させるという関係が繰り返
される結果、国際移動する人数が増加する、と
ネットワーク理論からは考えることができる
（河野２００６：１３‐２１）。
なおこれらのほかにも、国際人口移動の受入
国側の移民（外国人労働者）政策も、国際人口
移動の動向に影響する（桑原１９９１：１０８‐９）。
１９９０年代以降、日系人の日本への移住が増加し
たことは、まさにこれに該当する。また、送出
国と受入国の文化的な距離の遠近も、国際人口
移動の多少に関係する場合がある。菊池（１９９２）
は、フィリピンから英語圏の受入国への移住労
働者が１９７４年以降増加した理由として、フィリ
ピン政府が実施した海外雇用促進政策に加え、
文化的要因、すなわち英語の話者がフィリピン
に多く、国際移動にとっての競争力が存在した
ことを指摘している。
 世界システム論からのアプローチ
上述した５つの理論のうち、世界システム論
以外の４つは、送出国と受入国に法律的な国境
が存在するとの前提を所与として内包してい
る。これに対して世界システム論は、一国内の
人口移動と二国間の人口移動を、質的に似通っ
た連続した過程と考える。このことにより、送
出国と受入国の国境を相対化して理解すること
を可能にするところに、世界システム論の特徴
がある。つまり世界システム論以外の４つの理
論は国際関係を原子論的（ビリヤードボール
型）にとらえる視点を持っているのに対し、世
界システム論は相関論（非ビリヤードボール
型）の国際関係認識から国際人口移動を理解す
るためにふさわしいと言える。この節ではま
ず、一般に労働力（人口）移動がどのように発
生するかを示し、次いで何が国内人口移動と国
際人口移動の違いを形成するのかを示す。
まず一般的に労働力（人口）移動の過程にお
いては、周辺が送出地域であり、中心が受入地
域になる（森田１９８７：６；小林２００６：２４４；河
野２００６：２１）。なおここで「中心」とは経済開
発が盛んに行われる場所であり、「周辺」とは
経済開発の中心から外れている場所である
（ウォーラーステイン１９９７）。
周辺、つまり農村部の経済開発は、農村部の
経済構造と社会構造を次のように変容させ、人
口移動の条件を用意する。６）
中心部からの商品・資本・技術・生産投入財・消費
パターン・生活様式等の農村への流入が、生存維持
経済（サブシステンス・エコノミー）を基調とする
伝来的生産・生活構造を大きくゆすぶり、そこから
現金収入のための家計補助的出稼ぎ、土地喪失
による農村流出、一定の農業生産性上昇による過
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剰労働力の発生など［が発生する］（森田１９８７：１１）。
なお、農村部の経済・社会構造の変容だけで
人口移動が発生するわけではなく、実際に移動
が起きるかどうかについては、所得格差、家族
関係、移住ネットワーク、法律や文化も影響す
ることは、上述した通りである。
さて受入国の国際関係は、国際人口移動の過
程にとってどのような意味を持つのだろうか？
人口移動の説明にあたり、一国内で生じる人口
移動と国際的に生じる人口移動とを予め分けて
考える（つまり原子論的な見方をする）代わり
に、人口移動の過程のなかに「たまたま」国境
が存在するという視点を分析上、仮に持つこと
が可能である。そして、距離と国境にもかかわ
らず国際人口移動を可能にする条件を用意する
のが、資本の国際移動である。７）
サッセン（１９９２）は、生産の国際化が労働の
国際化に関係すること、そして生産の国際化を
可能にするのが資本の国際的移動であると主張
する（pp．４３‐４）。経済開発が農村を変容させ
る結果、国内人口移動の条件が形成されること
は、すでに示した。国内人口移動を経験した人
たちの中には、その後のある時点で再度移動
し、その目的地が外国である人たち、つまり国
際人口移動をする人たちもいる（図３）。
ところで、経済開発を可能にする資本は国内
でも調達できるし、外国から輸入することもで
きる（伊豫谷２００１：２８‐９）。資本の輸出入が行
われる場合、国際人口移動の送出国と受入国の
間に次のような関係ができる（図４）。
つまり伊豫谷（２００１）の言う通り、国際労働
力移動とは送出国ないしは受入国のみの事情で
発生するものではなく、双方の間に形成される
連関の結果として生じるものと理解することが
可能である（pp．２８‐９）。木前（１９９２）も、「国
際労働力移動のかたちであらわれる労働力の国
際化は、広い意味での資本の国際化と交錯して
いるのが通例で、両者のあいだにはその都度何
らかの結びつきが存在している」と述べる
（p．４２）。なお木前はここで「資本の国際化」
を、貿易の拡大と直接投資および現地生産の双
方とを含む意味で用いている（木前１９９２：５９）。
ここで注意すべきはサッセンが、外国直接投
資と国際移民の間に直接の線形的な関係がある
と主張しているのではなく、両者の関係を全く
否定することはできないと述べていることであ
る。「外国直接投資は移民を引き起こす原因と
いうのではなく、移民がひとつの選択として現
れるような特定の条件を生み出す構造を形成し
ている」（サッセン１９９２：４７）。同時に、小井土
（２００２）が指摘する通り、サッセンの理論は海
外投資が「決して労働移民を抑止しないばかり
か、意図に反して拡大してしまう結果を持ちう
る可能性を示している」（pp．４３‐４）ことも、
注目されるべきである。
ここまでの説明を整理すると、次のことが言
える。国際人口移動を原子論的な視点から見る
代わりに、世界経済の中心と周辺を一体として
把握しようとする文脈の中に置くのが、世界シ
ステム論からのアプローチの考え方である。森
田（１９８７）は国際労働力移動を、「幾重もの重
層的な階層構造を含みながら第三世界の農村か
（送出国） （受入国）
経済開発 農村の変容 国内人口移動 国際人口移動
図３ 国内人口移動と国際人口移動の連続性（筆者作成）
（資本輸出国） （資本輸入国）
（送出国） （受入国）
資本移動 経済開発 農村の変容 国内人口移動 国際人口移動
図４ 資本の輸出国－輸入国と国内人口移動と国際人口移動の関係（筆者作成）
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ら中心部の大都市へと連なる世界的な労働力移
動の流れ」と性格づける（p．６）。同様に伊豫谷
（２００１）は、国際労働移動を「世界的な規模で
の労働力再配置＝国際分業の一環として把握」
する（p．７９；他に木前１９９２：３９‐４０；百瀬・小
倉１９９２b：５）。８）この視点に基づいて、国際資
本移動を、国際人口移動にとって間接的ではあ
るが、無視できない原動力として位置づけるこ
とができる。
従って国際人口移動を、受入国の全く関与し
ない単なる外的な力としてではなく、９）資本の
輸出国（中心）が資本の輸入国（周辺）に行使
できる経済的影響力（グローバル化の力）の反
映としての側面を持つ、もう一つのグローバル
化の力として、理解することが可能である。と
すると、経済学者の桑原（１９９１）が、日本にお
ける外国人労働者問題は「日本経済の拡大にと
もなう資本活動、言い換えると、日本自らが創
り出したものである」と述べたことには、確か
に妥当性があると言える（pp．１８９‐９０）。
第２章では、国際人口移動の理論にはどんな
ものがあるか、そして分析に際して採用する理
論と国際人口移動の特質の認識との間にはどん
な関係がありうるかを考察した。特に世界シス
テム論のアプローチから見た場合、国際人口移
動をどのように特徴づけることができるかに、
関心を払った。本章が示したのは次のことがら
である。
国際人口の理論は５つに分類することが可能
である。これらのうち４つは、法律的な国境の
存在を所与として前提するのに対し、世界シス
テム論は、送出国と受入国の間の国境の存在を
相対化したうえで、国際人口移動を考察するこ
とを可能にする。国内人口移動と国際人口移動
に共通するのは、人口移動を発生させるしくみ
である。一方で相違するのは、移動の距離の大
小と、出発点と到着点の間に国境が存在するか
否かである。さらに、国際人口移動を可能にす
る経済的要因の一つが資本の国際移動（資本輸
出）であることが指摘された。つまり、国際人
口移動は送出国と受入国の間の連関の形成の結
果として生じるということができる。この意味
において、国際人口移動は、国際関係にとって
非通常の流れではないと言えよう。
お わ り に
本稿が明らかにしたのは次のことがらであ
る。第１に、２０世紀後半の日本と東アジアの国
際関係の特徴については、経済面における集中
と統合が進行中、つまり潜在的な地域化の一つ
の単位を形成しつつあること、さらにはこのよ
うな地域統合に日本が積極的に関与してきてい
ることが示された。第２に、国際人口移動は領
域と構成員の２つの側面において近代国家の特
性を変化させることが分かった。国際関係認識
には原子論的な認識と相関論的な認識の２つが
あるが、それぞれの認識から国家の構成員をど
う理解することができるかが、第３の点であ
る。前者の視点からは、国家の構成員とは国民
のみであると考えることが可能である。これに
対し後者、すなわち相関論的な国際関係認識の
視点からは、国家の構成員には国民と一時的な
移住者も含まれると考えることが可能であるこ
とが分かった。第４に、国際人口移動の理論に
は複数の見方が存在するが、中でも世界システ
ム論は、送出国と受入国の国境を分析上、仮に
相対化して、国際人口移動を送出国と受入国の
連関の形成の結果として理解することを可能に
する。この視点からは、国際人口移動を国際関
係における「通常のできごと」として見ること
ができる。さらには、上述した相関論的な国際
関係認識を裏付ける役割も果たす。本稿に続く
研究課題として、上に示した分析枠組みを用い
て、１９世紀後半以降の日本が経験した国際人口
移動の特質を考察するという課題が考えられる
が、これに取り組むことは、別の機会に行いた
い。
注
１）移住者への安全提供に関する筆者の考え方につい
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ては，Taki（２００８）参照．
２）国際関係における構造とは，例えば次のように定
義される．「国家とその国民にとっての外的環境で
あり，国家と国民はその外的環境の中に埋め込ま
れ，相互に作用する．具体的には，他の国家，国際
機関，地域統合の枠組みと地域機構，多国籍企業，
NGO，その他の政治・経済・安全保障に関わるア
クターを指す」（Hook et al.２００５：４３）．
３）翻訳は筆者．以下，本稿が引用する他の英語文献
も同じ．
４）本稿では，「国際人口移動」と「移民（移住）労
働者」を互換的に用いることとする．そのため，引
用する文献が「移民（移住）労働者」という表現を
使っている場合（１９９０年代の日本語の文献にしばし
ば見られる）でも，本稿中では「国際人口移動」と
表現することがある．このようにする理由の一つ
は，「国際人口移動」が「移民（移住）労働者」よ
りも広い範囲のヒトの国際的な移動を指すことが可
能だからである．もう一つの理由は，上記と関連す
るが，移住者の経験を論ずる際に「移民（移住）労
働者」という表現では分析に不便を生じる場合があ
るからである．国際人口移動の受入国の政府は，外
国からの入国者を移住労働者，留学生，観光客など
のように分類する．しかしこれらの分類の境界が不
明瞭な場合もある．例えば，ある一人の移住者が，
その時々に応じて「外国人労働者」と呼ばれたり，
「人身売買の被害者」であったり，あるいは同時に
刑事事件の容疑者もしくは被告であるというケース
を考えることは可能である．
５）とはいえ，こうした言説が世界の数多くの国々で
信じられている（受け入れられている）ことは，ま
ぎれもない事実である．
６）資本主義経済の浸透に伴う農村の変容・解体の過
程のより詳細な分析については，伊豫谷（２００１）を
参照．
７）ただしこのような視点を持つことは，物理的な距
離の存在ならびに各国の法律に裏付けられた国境が
機能するという厳然たる現実を無視することではな
い．国際人口移動を説明するためにこれらの要因を
考慮に入れることが必要な場合があること，つまり
一国の入国管理政策が国際人口移動の多寡に影響す
る場合があることは，言うまでもない．
８）小井土（２００２）は，現代の国際労働移動を，産業
システムがフォーディズムからポスト・フォーディ
ズムへと転換していることに伴い，企業が労働力を
多元的かつ越境的に利用しようとしていることの表
れとして理解することを主張する（pp．６８‐７０）．
９）サッセン（１９９２）は，移民の動きは人為的なもの
であることを，次のように指摘する．「移民ないし
国際労働移動は，たまたま起こるのではない．それ
は．．．作り出されるものであり，一定の類型を示す
ものであり，そして特有の歴史的局面に根ざすもの
なのである」（p．１）．
付記
本稿は，２００９年９月にウォーリック大学地域化・グ
ローバル化研究所（英国）にて訪問研究員として行っ
た研究に，一部加筆したものである（英文は CSGR
Working Paperとして近日中に出版予定）．
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